
都道府県

各指定都市民生主管部(局)長殿

中核市

雇児福発 1106第 l号

平成 25年 11月 6日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局

家庭福祉課長(公印省略)

「配偶者からの暴力被害者に対すと5母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に

該当する旨の証明について」の一部改正について

標記について、「配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法第6条第1項第

3号に該当する旨の証明についてJ(平成 19年9月日日雇児福発 0906001号本職通知。以

下「本職通知」という。)により実施されているところであるが、今般、本職通知の一部

を)3IJ添新旧対照表のとおり改正し、平成 25年 11月6日より適用することとしたので、そ

の適正かつ円滑な実施を図られたく通知する。

また、都道府県におかれては、貴管内市町村(特別区を含む。)に対し、この旨周知さ

れるようお願いする。

なお、本通知は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第245条の 4第 l項の規定に基

づく技術的な助言であることを申し添える。



(別添)
「配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する旨の証明について」一部改正新旧対照表

。配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する旨の証明について(平成19年9月6日雇児福発第0906001号)J 

改正後

都道府県

雇児福発第0906001号
平成 19年 9月 6日

(一部改正)雇児福発 1106第 l号
平成 25年 11月 6日

各指定都市民生主管部(局)長殿
中核市

厚生労働省雇用均等・児童家庭局
家庭福祉課長(公印省略)

配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法
第6条第1項第3号に該当する旨の証明について

配偶者からの暴力被害者(以下 iDV被害者|というの)に対する母子及び寡婦福
祉法上の取扱いについては、「配偶者からの暴力被害者に対する母子寡婦福祉資金の
貸付けについてJ(平成 19年 3月 23日雇児福発第 0323002号当職通知)により、明
確化したところである。

今般、厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局で所管している下記1の施策に関
し、旦主盗室主であって母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号の「配偶者から遺棄
されている女子」に該当する者であると市町村(特別区を含む。以下同じ。)が認め
る者については支援の対象となり得ることの協議が整い、これに伴い、市町村は、母
子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する者である旨の証明書を発行すること
とした。

ついては、市町村は、 DV被害者から証明書発行の申請があった場合には、婦人相
談員による相談状況や下記 2の資料等を参考にしつつ、遺棄されてから経過した期間、
遺棄の態様等の状況をDV被害者から聴取するなどにより、母子及び寡婦福祉法第6
条第1項第3号に該当するかどうかを判断した上で、lJlJ紙様式例を参考に証明書を発
行されたい。

現

都道府県
各指定都市民主主管部(局)長殿
中核市

行

雇児福発第0906001号
平成 19年 9月 6日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局
家庭福祉課長

配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法
第6条第1項第3号に該当する旨の証明について

配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法上の取扱いについては、「配
偶者からの暴力被害者に対する母子寡婦福祉資金の貸付けについてJ(平成 19年 3月
23日雇児福発第0323002号当職通知)により、明確化したところである。

今般、厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局で所管している下記 1の施策に関
し、配偶者からの暴力(以下、 iDVI というJ 被害者であって母子及び寡婦福祉法
第6条第1項第3号の[配偶清から遺棄されている女子」に該当する者であると市町
村(特別区を含む。以下同じ。)が認める者については支援の対象となり得ることの
協議が整い、これに伴い、市町村は、母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当
する者である旨の証明書を発行することとした。

ついては、市町村は、 DV被害者から証明書発行の申請があった場合には、婦人相
談員による相談状況や下記2の資料等を参考にしつつ、遺棄されてから経過した期間、
遺棄の態様等の状況をDV被害者から聴取するなどにより、母子及び寡婦福祉法第6
条第1項第3号に該当するかどうかを判断した上で、別紙様式例を参考に証明書を発
行されたい。



また、都道府県においては管内市町村にこのことを周知願いたい。 また、都道府県においては管内市町村にこのことを周知願いたい。
なお、この通知は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 245条のヰ第 1項の なお、この通知は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 245条の 4第 l項の
規定に基づく技術的な助言である。 規定に基づく技術的な助言である。

記 言己

1 厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局が所管している施策 1 厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局が所管している施策
( 1 )公共職業訓練及び求職者支援訓練の受講あっせん ( 1)公共職業司l練の受講あっせん
(2 )特定求職者雇用開発助成金 (2)特定求職者雇用開発助成金
(3 ) トライアル雇用奨励金 (3 )母子家庭の母等に係る試行雇用奨励金
(4)キャリアアップ助成金(正規雇用等転換コース、短時間正社員コース)

2 市町村において、参考となる資料の例 2 市町村において、申請した本人がDV被害者であるかどうかを確認するに当たっ

① 裁判所が発行する「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」第
否て参考裁判となる資料の例

所が発行する「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」
10条に基づく保護命令に係る書類の写し 第 10条に基づく保護命令に係る書類の写し

② 婦人相談所等が発行する「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書j ② 婦人相談所等が発行する「配偶者からの暴力を受けた者に係る被扶養者認定の
なお、この証明書は、配偶者からの暴力を理由として保護した者に対して婦人相 取扱いについてJ(平成 16年 12月2日保保発第 1202002号・庁保険発第 1202001
談所等が発行するものであり、配偶者からの暴力があった事実を証明するものでは 号)等に基づく「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」の写し
ないことを、念のため申し添える。

③ 婦人相談所等が発行する「配偶者からの暴力被害者の公営住宅への入居につい
てJ(平成 16年3月 31日国住総第 191号)に基づく婦人相談所、婦人保護施設
等に入所していた事実についての証明書の写し



都道府県

各指定都市民生主管部(局)長殿

中核市

雇児福発第0906001号

平成 19年 9月 6日

[一部改正]雇児福発 1106第 l号

平成 25年 11月 6日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局

家庭福祉課長(公印省略)

配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法

第6条第1項第3号に該当する旨の証明について

配偶者からの暴力被害者(以下 fDV被害者」という。)に対する母子及び寡婦福祉法

上の取扱いについては、「配偶者からの暴力被害者に対する母子寡婦福祉資金の貸付けに

ついてJ(平成 19年 3月 23日雇児福発第 0323002号当職通知)により、明確化したとこ

ろである。

今般、厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局で所管している下記1の施策に関し、

DV被害者であって母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号の「配偶者から遺棄されてい

る女子」に該当する者であると市町村(特別区を含む。以下同じ。)が認める者について

は支援の対象となり得ることの協議が整い、これに伴い、市町村は、母子及び寡婦福祉法

第6条第1項第3号に該当する者である旨の証明書を発行することとした。

ついては、市町村は、 DV被害者から証明書発行の申請があった場合には、婦人相談員

による相談状況や下記2の資料等を参考にしつつ、遺棄されてから経過した期間、遺棄の

態様等の状況をDV被害者から聴取するなどにより、母子及び寡婦福祉法第6条第 1項第

3号に該当するかどうかを判断した上で、別紙様式例を参考に証明書を発行されたい。

また、都道府県においては管内市町村にこのことを周知願いたい。

なお、この通知は、地方自治法(昭和 22年法律第67号)第245条の4第 l項の規定に

基づく技術的な助言である。



言己

1 厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局が所管している施策

( 1 )公共職業訓練及び求職者支援訓練の受講あっせん

( 2)特定求職者雇用開発助成金

( 3) トライアル雇用奨励金

(4)キャリアアップ助成金(正規雇用等転換コース、短時間正社員コース)

2 市町村において、参考となる資料の例

① 裁判所が発行する「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」第 10

条に基づく保護命令に係る書類の写し

② 婦人相談所等が発行する「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」

なお、この証明書は、配偶者からの暴力を理由として保護した者に対して婦人相談

所等が発行するものであり、配偶者からの暴力があった事実を証明するものではない

ことを、念のため申し添える。



配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法
第6条第1項第3号に該当する旨の証明書(様式例)

(フリガナ)

氏 名

(※ 1 ) 

生年月日 昭・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名

(※ 2 ) 

生年月日 昭・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名

(※ 2 ) 

生年月日 昭・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名

(※ 2 ) 

生年月日 昭・平 年 月 日

別紙

男・女

男・女

男・女

上記の者について、母子及び寡婦福祉法第6条第l項第3号に該当することを証明する。

平成年月日

発行機関の名称

代表者氏名

所在地、電話番号

※1 母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する者本人の氏名を記入すること。

※2 本人に同伴する児童の氏名を記入すること。(同伴する児童が4人以上いる場合、別紙として

この様式を使用すること。)

※3 本証明書は、配偶者からの暴力があった事実について証明するものではないこと。



各都道府県民生主管部(局)長殿

雇児福発1106第2号

平成25年 11月6日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局

家庭福祉課長(公印省略)

「母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する旨の

証明を求める者が配偶者からの暴力を受けた者である

場合に係る婦人相談所における証明書の発行について」の

一部改正について

標記について、「母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する旨の証明を求める

者が配偶者からの暴力を受けた者である場合に係る婦人相談所における証明書の発行に

ついてJ(平成19年9月6日雇児福発第0906002号。以下「本職通知」という。)により実施

されているが、今般、本職通知の一部を別紙のとおり改正し、平成25年11月6日より適用

することとしたので、その適正かつ円滑な実施を図られたく通知する。

本通知について、貴職より婦人相談所等関係機関、婦人相談員及び管内の市町村(特

別区を含む。)に周知するようお願いする。

なお、この通知は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の4第1項の規定に基づ

く技術的な助言である。



母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する旨の証明を求める者が配偶者からの暴力を受けた者である
場合に係る婦人相談所における証明書の発行について(新旧対照表)

(別紙)

雇児福発第0906002号
平成 19年 9月 6日

(現行)|日(改正後)

雇児福発第0906002号
平成 19年 9月 6日

〔一部改正〕雇児福発 1106第2号
平成 25年 11月 6日

新

殿

厚生労働省雇用均等・児童家庭局
家庭福祉課長

各都道府県民生主管部(局)長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局
家庭福祉課長(公印省略)

殿各都道府県民生主管部(局)長

母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する旨の証明を
求める者が配偶者からの暴力を受けた者である場合に係る
婦人相談所における証明書の発行について

母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する旨の
証明を求める者が配偶者からの暴力を受けた者である
場合に係る婦人相談所における証明書の発行について

配偶者からの暴力(以下 fDVJという。)を受けた者が母子及び
寡婦福祉法第6条第1項第3号において規定する「配偶者から遺棄
されている女子」に該当する場合には、母子寡婦福祉資金の貸付け、
母子家庭等就業・自立支援センタ一事業、母子家庭自立支援給付金
事業、母子自立支援プログラム策定事業等の対象となるほか、今般、
職業安定局及び職業能力開発局において所管している施策(公共職
業訓練の受講あっせん、特定求職者雇用開発助成金及び母子家庭の
母等に対する試行雇用奨励金)についてもその対象となり得ること
し、これにあわせて、 DV被害者から市町村に対して母子及び寡
婦福祉法第6条第 1項第3号に該当する旨の証明書の発行の申請が
あった場合には、当該市町村の判断で証明書を発行することとした。

配偶者からの暴力(以下 fDVJという。)を受けた者が母子及
び寡婦福祉法第6条第 1項第3号において規定する「配偶者から遺
棄されている女子Jに該当する場合には、母子寡婦福祉資金の貸付
け、母子家庭等就業・自立支援センタ一事業、母子家庭笠自立支援
給付金事業、母子自立支援プログラム策定等事業主どの王手象となる
ほか、今般、職業安定局及び職業能力開発肩におτてで所管している
施策(公共職業訓練及び求職者支援訓練の受講あっせん、特定求職
者雇用開発助成金、下ヲイアル雇用奨励金並びにキャリアアップ助
成金(正規雇用等転換コース、短時間止社員コース))について
その対象となり得ることとし、これにあわせて、 DV被害者から市
町村に対して母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3母に該当する旨
の証明書の発行の申請があった場合には、当該市町村の判断で証明
書を発行することとした。
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市町村が証明書を発行するに当たっては、申請者に対し、必要に
応じて「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」の提出
を求めることも想定される。このような場合において、婦人相談所
は、申請者からの依頼を受けて、lJlJ紙様式を参考とした証明書を発
行するなど、対応について遺漏なきょうお願いする。

また、この証明書は原則として婦人相談所において発行するもの
とされていることから、婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援セン

また、この証明書は原則として婦人相談所において発行するもの
とされていることから、婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援セン



ター(2講LIZ話ンペ器;長持討議品dd』賞?金融離EEター (以下 「センター」 と談所意い員属さう機が。)相関及談のび長をセ受のンターに指定されていな ンターい機関に配置された婦人相 付けた場合も当該セけ付け
ンター長及び婦人相談員の 関長胎け頼により婦人相談所が依頼に
明書を発することに れたい。ただ似人し地方公共団体の判だし
証断により、行婦人相談所以外留のセンターが証明書を発行することとし及び寡 第項第 M 封当す口 封
ても差し支えない。 ー (平成 19年 9月6日雇児福発第 0906001号当職通知)における 2

なお、この証明書は、配偶者からの暴力を理由として保護した者に
対して婦人相談所等が発行するものであり、配偶者からの暴力があ
った事実を証明するものではないことを、念のため申し添える。

②及び@)の証明書を既に発行しているセンタ については、当該セ
ンタ が証明書を発行することとして差し支えない。

以上につき、閤特ン府貴タ別職男ー区女主よを共管含り婦部同む人参。()相画局に談局)周推長所知等進あす課関て係機様関うらお各、の願都婦通人す相府談員及び管 以上につき、閥特ンし添府貴別タえ麟男区る女主よを.共脅合り婦同部む人参，()相画局に談局)周推長所知等進あす課閑て係機関、 婦人相談員及び管内の町村内 るよ いる。なお、内の市町村内 るよ いする。なお、
日で 長か 道県目己者暴同日で 長か 道府自己者暴
力同相付談市支け援セ に同 知が発出偶されて力相付談支け援セ に同様うらお各の願都通知が発県出偶されて

いることを申し添える いることを申
なお第この通知は、地方自治法的昭和 22年法律第 67号)第 245 なお第この通知は、地方自治法的昭和 22年法律第 67号)第 245
条の 4'iJil;1項の規定に基づく技術 な助言である。 条の 41:1l"1項の規定に基づく技術 な助言である。

別添一1 f条配(第平偶[成一者1部項か19第改ら年正3の9号〕暴月平に力6該成被日当2害雇5す者年児るに福1旨1対発月のす第証6る0明日9母0雇に6子0児つ0及1福い号び発て寡当J1職婦10通福6知第祉)法l号第6 別 添6「条配第偶者(1平項か成第ら13の9号年暴に力9該月被当害6す者日雇るに児旨対福のす証発る明第母に0子9つ0及6い0び0てl寡号」婦当福職祉通法知第) 

別添2 配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書
(様式例)



(別添1)

都道府県

各指定都市民生主管部(局)長殿

中核市

雇児福発第0906001号

平成 19年 9月 6日

[一部改正】雇児福発 1106第 l号

平成 25年 11月 6日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局

家庭福祉課長(公印省略)

配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦稲祉法

第6条第1項第3号に該当する旨の証明について

配偶者からの暴力被害者(以下 fDV被害者」という。)に対する母子及び寡婦福祉法

上の取扱いについては、「配偶者からの暴力被害者に対する母子寡婦福祉資金の貸付けに

ついてJ(平成 19年 3月 23日雇児福発第 0323002号当職通知)により、明確化したとこ

ろである。

今般、厚生労働省臓業安定局及び職業能力開発局で所管している下記1の施策に|珂し、

DV被害者であって母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号の「配偶者から遺棄されてい

る女子」に該当する者であると市町村(特別区を含む。以下同じ。)が認める者について

は支援の対象となり得ることの協議が整い、これに伴い、市町村は、母子及び寡婦福祉法

第6条第1項第3号に該当する者である旨の証明書を発行することとした。

ついては、市町村は、 DV被害者から証明書発行の申請があった場合には、婦人相談員

による相談状況や下記2の資料等を参考にしつつ、遺棄されてから経過した期間、遺棄の

態ば〈等の状況をDV被害者から聴取するなどにより、母子及び寡婦福祉法第6条第1項第

3号に該当するかどうかを判断した上で、日IJ紙様式例を参考に証明書を発行されたい。

また、都道府県においては管内市町村にこのことを周知願いたい。

なお、この通知は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第245条の 4第 1項の規定に

基づく技術的な助言である。



記

1 厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局が所管している施策

( 1 )公共職業訓練及び求職者支援訓練の受講あっせん

(2)特定求職者雇用開発助成金

( 3 ) トライアル雇用奨励金

(4 )キャリアアップ助成金(正規雇用等転換コース、短時間正社員コース)

2 市町村において、参考となる資料の例

① 裁判所が発行する「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」第 10

条に基づく保護命令に係る書類の写し

② 婦人相談所等が発行する「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」

なお、この証明書は、配偶者からの暴力を理由として保護した者に対して婦人相談

所等が発行するものであり、配偶者からの暴力があった事実を証明するものではない

ことを、念のため申し添える。

-2 -



配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法
第6条第1項第3号に該当する旨の証明書 (様式例)

(フリガナ)

氏 名

(※ 1 ) 

生年 月日 昭 ・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名

(※ 2 ) 

生年月日 昭 ・平 年 月 日

(フリガ ナ )

同伴児童氏名

(※ 2 ) 

生年月日 昭・ 平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児 童 氏名

(※ 2 ) 

生年月日 昭 ・平 年 月 日

別紙

男 ・女

男 ・女

男 ・女

上記の者について、母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当するこ とを証明する。

平成年月日

発行機関の名称、

代表者氏名

所在地、電話番号

※1 母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する者本人の氏名を記入すること。

※2 本人に同伴する児童の氏名を記入すること。(同伴する児童が4人以上いる場合、 別紙として

この様式を使用すること。)

※3 本証明書は、配偶者からの暴力があった事実について証明するものではないこと。



別添 2 (表面)

配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書(様式例)

(フリガナ)

l氏 名

(※ 1 ) 

生年月日 明・大・昭・平 年 月 日

(フ Pガナ)

同伴児童氏名 男・女

(※ 2 ) 

生年月日 明・大・昭・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名 男・女

(※ 2 ) 

生年月日 明・大・昭・平 年 見 日

連絡先等

(.※ 3 ) 

婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援センター(※ 4) 

欄菊名及て附輔氏名以5)

電話 番 号

婦人相談員(※ 6) 

所属機関名及び所属長名

電 話 番 号

受付日 年 月 日
L 

上記の者について、配偶者からの暴力を理曲として保護したことを証明する。

年月日

婦人相談所(※ 7)の名称

代表者氏名

所在地、電話番号

r 



(裏面)

※1 配偶者からの暴力を理由として保護した者の氏名を記入すること。
「保護した者」とは、「婦人相談所もしくは婦人相談所以外の配偶者暴力相談支

援センターにおいて、または、婦人相談員が来所相談を受けた者」を含む。

※2 配偶者からの暴力を理由として保護した者に子どもなどの同伴者がいる場合に
は、その者の氏名を記入すること。

(同伴者が3人以上いる場合、別紙としてこの様式を使用すること。)

※3 連絡先(関係機関や代理人の名称、電話番号も可)を記入すること。

※4 婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援センターが相談を受け付けた場合のみ記入

すること。なお、同支援センターが証明書を発行する場合は空欄で可。

※5 代表者氏名については、記載することが適当でない場合には、省略すること。

※6 配偶者暴力相談支援センターに指定されていない機関において、婦人相談員が相

談を受け付けた場合のみ記入すること。

※7 配偶者暴力相談支援センターが証明書を発行する場合は、配偶者暴力相談支援セ

ンターの名称等を記入すること。

(その他)

1 証明書の太枠内は原則被害者の保護を行った機関等が記入すること。

2 この証明書は、配偶者からの暴力を理由として保護した者に対して婦人相談所等
が発行するものであり、配偶者からの暴力を理由として保護したことを証明するも

のであって、配偶者からの暴力があった事実を証明するものではない。

3 市町村においては、証明書に記載されている相談機関等や証明書を発行した婦人

相談所等の名称等についての取扱いについては十分配慮されたし、。



(改正後金大j

雇児福発第0906002号

平成 19年 9月6日

〔一部改正〕雇児福発1106第2号

平成25年 11月6日

各都道府県民生主管部(局)長殿

厚生労働省雇用均等・児童家庭局

家庭福祉課長(公印省略)

母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する旨の

証明を求める者が配偶者からの暴力を受けた者である

場合に係る婦人相談所における証明書の発行について

配偶者からの暴力(以下 rDVJ としづ。)を受けた者が母子及び寡婦福祉法第6条第

1項第3号において規定する「配偶者から遺棄されている女子」に該当する場合には、

母子寡婦福祉資金の貸付け、母子家庭等就業・自立支援センター事業、母子家庭等自立

支援給付金事業、母子自立支援プログラム策定等事業などの対象となるほか、今般、職

業安定局及び職業能力開発局において所管している施策(公共職業訓練及び求職者支援

訓練の受講あっせん、特定求職者雇用開発助成金、 トライアル雇用奨励金並びにキャリ

アアップ助成金(正規雇用等転換コース、短時間正社員コース))についてもその対象と

なり得ることとし、これにあわせて、 DV被害者から市町村に対して母子及び寡婦福祉

法第6条第1項第3号に該当する旨の証明書の発行の申請があった場合には、当該市町

村の判断で証明書を発行することとした。

市町村が証明書を発行するに当たっては、申請者に対し、必要に応じて「配偶者から

の暴力の被害者の保護に関する証明書」の提出を求めることも想定される。このような

場合において、婦人相談所は、申請者からの依頼を受けて、別紙様式を参考とした証明

書を発行するなど、対応について遺漏なきょうお願いする。



また、この証明書は原則として婦人相談所において発行するものとされていることか

ら、婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援センター(以下「センター」という。)及びセ

ンターに指定されていない機関に配置された婦人相談員が相談を受け付けた場合も、当

該センター長及び婦人相談員の所属機関の長の依頼により婦人相談所が証明書を発行す

ることに留意されたい。ただし、地方公共団体の判断により、婦人相談所以外のセンタ

ーが証明書を発行することとしても差し支えなし、。

なお、この証明書は、配偶者からの暴力を理由として保護した者に対して婦人相談所

等が発行するものであり、配偶者からの暴力があった事実を証明するものではないこと

を、念のため申し添える。

以上につき、貴職より婦人相談所等関係機関、婦人相談員及び管内の市町村(特別区

を含む。)に周知するようお願いする。なお、同日付けで内閣府男女共同参画局推進課長

から各都道府県配偶者暴力相談支援センター主管部(局)長あてに同様の通知が発出さ

れていることを申し添える。

なお、この通知は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第245条の4第l項の規定に基づ

く技術的な助言である。

別添 1 r配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法第6条第1項

第3号に該当する旨の証明について」

雇児福発第0906001号平成19年9月6日当職通知

(一部改正)雇児福発1106第l号平成 25年 11月 6日

別添2 配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書(様式例)



(別培、/)

都道府県

各指定都市民生主管部(局)長殿

中核市

雇児福発第 0906001号

平成 19年 9月 6日

[一部改正】雇児福発 1106第 1号

平成 25年 11月 6日

厚生労働省雇用均等・児童家庭局

家庭福祉課長(公印省略)

配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法

第6条第1項第3号に該当する旨の証明について

配偶者からの暴力被害者(以下 rDV被害者」という。)に対する母子及び寡婦福祉法

上の取扱いについては、「配偶者からの暴力被害者に対する母子寡婦福祉資金の貸付けに

ついてJ(平成 19年 3月 23日雇児福発第 0323002号当職通知)により、明確化したとこ

ろである。

今般、厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局で所管している下記1の施策に関し、

DV被害者であって母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号の「配偶者から遺棄されてい

る女子」に該当する者であると市町村(特別区を含む。以下同じ。)が認める者について

は支援の対象となり得ることの協議が整い、これに伴い、市町村は、母子及び寡婦福祉法

第6条第1項第3号に該当する者である旨の証明書を発行することとした。

ついては、市町村は、 DV被害者から証明書発行の申請があった場合には、婦人相談員

による相談状況や下記2の資料等を参考にしつつ、遺棄されてから経過した期間、遺棄の

態機等の状況をDV被害者から聴取するなどにより、母子及び寡婦福祉法第6条第1項第

3号に該当するかどうかを判断した上で、別紙様式例を参考に証明書を発行されたい。

また、都道府県においては管内市町村にこのことを周知願いたい。

なお、この通知は、地方自治法(昭和 22年法律第 67号)第 245条の 4第 I項の規定に

基づく技術的な助言で、ある。



記

1 厚生労働省職業安定局及び職業能力開発局が所管している施策

( 1 )公共職業訓練及び求職者支援訓練の受講あっせん

( 2)特定求職者雇用開発助成金

( 3) トライアル雇用奨励金

(4 )キャリアアップ助成金(正規雇用等転換コース、短時間正社員コース)

2 市町村において、参考となる資料の例

① 裁判所が発行する「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」第 10

条に基づく保護命令に係る書類の写し

② 婦人相談所等が発行する「配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書」

なお、この証明書は、配偶者からの暴力を理由として保護した者に対して婦人相談

所等が発行するものであり、配偶者からの暴力があった事実を証明するものではない

ことを、念のため申し添える。



配偶者からの暴力被害者に対する母子及び寡婦福祉法
第6条第1項第3号に該当する旨の証明書(様式例)

(フリガナ)

氏 名

(※ 1 ) 

生年月日 昭・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名

(※ 2 ) 
生年月日 昭・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名

(※ 2 ) 
生年月日 昭・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名

(※ 2 ) 
生年月日 昭・平 年 月 日

別紙

男・女

男・女

男・女

上記の者について、母子及び寡婦福祉法第6条第l項第3号に該当することを証明する。

平成年月日

発行機関の名称

代表者氏名

所在地、電話番号

※1 母子及び寡婦福祉法第6条第1項第3号に該当する者本人の氏名を記入すること。

※2 本人に同伴する児童の氏名を記入すること。(同伴する児童が4人以上いる場合、別紙として

この様式を使用すること。)

※3 本証明書は、配偶者からの暴力があった事実について証明するものではないこと。



別添 2 (表面〉

配偶者からの暴カの被害者の保護に関する証明書(様式例)

(ブリガナ)

氏 名

(※ 1 ) 

生年月日 明・大・昭・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名 男・女

(※ 2 ) 

生年月日 明・大・昭・平 年 月 日

(フリガナ)

同伴児童氏名 男・女

(※ 2 ) 

生年月日 明・大・昭・平 年 月 日

連絡先等
(※ 3 ) 

婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援センター(※ 4) 

機菊名及び(-'C表者氏名阪5)

電 話 番 号

婦人相談員(※ 6) 

所属機関名及び所属長名

電 話 番 号

受付日 年 月 日

上記の者について、自己偶者からの暴力を理由として保護したことを証明する。

年月日

婦人相談所(※7)の名称

代表者氏名

所在地、電話番号



(裏面)

※1 配偶者からの暴力を理由として保護した者の氏名を記入すること。
「保護した者」とは、「婦人相談所もしくは婦人相談所以外の配偶者暴力相談支

援センターにおいて、または、婦人相談員が来所相談を受けた者」を含む。

※2 配偶者からの暴力を理由として保護した者に子どもなどの同伴者がいる場合に
は、その者の氏名を記入すること。

(同伴者が3人以上いる場合、別紙としてこの様式を使用すること。)

※3 連絡先(関係機関や代理人の名称、電話番号も可)を記入すること。

※4 婦人相談所以外の配偶者暴力相談支援センターが相談を受け付けた場合のみ記入

すること。なお、同支援センターが証明書を発行する場合は空欄で可。

※5 代表者氏名については、記載することが適当でない場合には、省略すること。

※6 配偶者暴力相談支援センターに指定されていない機関において、婦人相談員が相

談を受け付けた場合のみ記入すること。

※7 配偶者暴力相談支援センターが証明書を発行する場合は、配偶者暴力相談支援セ

ンターの名称等を記入すること。

(その他)

1 証明書の太枠内は原則被害者の保護を行った機関等が記入すること。

2 この証明書は、配偶者からの暴力を理由として保護した者に対して婦人相談所等
が発行するものであり、配偶者からの暴力を理由として保護したことを証明するも

ので、あって、配偶者からの暴力があった事実を証明するものではない。

3 市町村においては、証明書に記載されている相談機関等や証明書を発行した婦人

相談所等の名称等についての取扱いについては十分配慮されたい。
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